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国立環境研究所
資源循環社会システム研究室室長

田崎 智宏

※「循環社会」、という表現は、
次の概念の両方をカバーする用語（和集合）
として用いる

循環社会＝循環型社会 ∪ サーキュラーエコノミー



自己紹介：田崎智宏 博士（学術）

国立環境研究所で25年間、学際的に研究
（資源循環社会システム研究室 室長）

・リサイクル等のサーキュラーエコノミーの分野
（物質フロー、指標、EPR、デポジット制度など）

・大きな視点でのサステナビリティの分野
（持続可能なライフスタイル、SDGs、統合アプローチ）

専門：モノに係るシステム分析と 政策科学（環境製品政策）
審議会等：中央環境審議会委員（家電リサイクル、廃掃法）

    循環基本計画の指標や各種リサイクル、 SDGs関連の委員、
 リユース検討会、衣類検討会 など

業績：85+の原著論文、22の書籍、390+の口頭発表、12のデータベースを公表
（使用年数DB、一般廃棄物未来シミュレーター、物質管理方策DBなど）

プロフィールの
ページへ
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リニアエコノミー

サーキュラー
エコノミーへ

図は、https://note.com/tasaki_tomohiro/n/nefeb15b9cfd8より

ではなく

（2015年からの世界の潮流※）

https://note.com/tasaki_tomohiro/n/nefeb15b9cfd8


資源循環を行う理由がシフトしてきている

 歴史的な推移

1990年代 埋立地がひっ迫しているから資源循環*

＋

2015年～ 膨大な資源の採取と利用が環境負荷を与えるから資源循環

5

*最終処分場の残余年数は90年代には数年であったものが、現在は20年以上となっている（一廃・産廃と
もに）。しかし、現存人口の余寿命分（38年程度）は確保できていない。（NHK視点・論点、田崎出演2025より）



世界が用いている資源や物質
が循環している割合は？
（世界全体のリサイクル資源利用割合は？）

①約9%
②約24%
③約55%

問題
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世界の物質フローの状態
（Global Resource Outlook 2024)

https://www.unep.org/resources/Global-Resource-Outlook-2024 (2025/12/18 参照)
7

リサイクル品の利用割合＝9.5/105.7＝9%

廃棄処理
・処分へ

排ガスへ

ストック 資源循環 リサイクル率
＝9.5/(30.0+0.8+9.5) 

＝24%

散逸へ

資源の
投入

水や
空気

廃棄物

https://www.unep.org/resources/Global-Resource-Outlook-2024
https://www.unep.org/resources/Global-Resource-Outlook-2024
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日本の物質フロー（2023年度）
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環境省（2026）『令和8年版 
環境白書／循環型社会白
書／生物多様性白書』より

リサイクル品の利用割合＝224/1316＝17%
リサイクル等の率＝224/513＝44%



リーマン
ショック

価格変動が
大きい時代

世界銀行のデータより作成
（実質価格、1990年基準）

9
国際資源パネル(2024)Global Resources Outlook 2024, Summary for Policymakers を和訳・加筆

世界の資源利用（1970～2024年）と環境影響、価格変動
資

源
採

掘
量

（百
万

ト
ン

） 30年前、世界の
資源利用量は
今の半分程度

現在、日本を含む
上位10か国が

物質資源ﾌｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄの
65%を使う

金属

非金属
鉱物

化石

バイオマス

４種の資源

脱炭素 生態系汚染

グ
ロ

ー
バ

ル
な

影
響

の
寄

与
率

右側は同2019年版

埋立地が希少
もったいない

地球環境に
負荷を与える
資源利用



国際資源パネルの2024年報告書から

UNEP IRP (2024) 流れを変える：資源利用急増の最中における住みよい地球への道筋（Global Resources 
Outlook 2024 Summary for Policymakersの仮訳版） https://wedocs.unep.org/20.500.11822/44902 10

https://wedocs.unep.org/20.500.11822/44902
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資源循環を行う理由がシフトしてきている

 歴史的な推移

1990年代 埋立地がひっ迫しているから資源循環

＋

2015年～ 膨大な資源の採取と利用が環境負荷を与えるから資源循環
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＋

2025年～ 資源を確保して経済・生活を安定的に営むために資源循環

＜日本のインフロ－＞
天然資源等の投入の
海外依存割合＝60%

＜日本のアウトフロ－＞
鉄スクラップの輸出771万トン
アルミ・銅スクラップの輸出 各40万トン
プラスチックの輸出126万トン（国内利用の3倍）

国内使用済自動車の輸出 など



循環経済に関する関係閣僚会議 「循環経済行動計画」 
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2026年4月



EUの循環資源の貿易状況

13EurostatのCEホームページより（https://ec.europa.eu/eurostat/web/circular-economy）

＜輸出＞
＝循環資源の流出

＜輸入＞
＝循環資源の獲得

金属

有機物

EUでは、今年度内の「サ
ーキュラーエコノミー法」
の制定を目指す
（1にも２にも安全保障を強調）

https://ec.europa.eu/eurostat/web/circular-economy
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サーキュラーエコノミーに向けた取組

生命維持と
自然環境の保全究極目標

個別手段

上位目標
・手段

中間目標
・手段

＜サーキュラーエコノミーへの転換の重要ポイント
＞

社会の持続的な
繁栄

資源の持続的
な利用と供給

資源利用産業の
持続可能性向上

経済の持続的な繁栄

新ビジネス
の創出

資源
循環

資源効率
の最大化

ストック
の活用

他の取組 他の取組

＜目的と手段の階層性＞ ＜環境・経済・社会のトリプルボトムラインにおける階層性＞

Valuing 

the loop

Closing 

the loop

Slowing 

the loop

Narrowing 

the loop

Partnership

雇用の
確保

脱炭素
自然共生
汚染防止

価値創出
と維持

天然資源の
利用抑制
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サーキュラーエコノミーの範囲（多義的；介入ポイントから究極目標まで）

Cleaning 

the loop

※点線が主範囲。各論では焦点が絞られ、認識差が生じやすい。田崎（2026更新版）

公平な
資源利用

Impact of the loop Impact of the loopImpact of the loop
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DALL·E 3を用いて作成（2025）



循環社会「像」の多義性（同床異夢）

 橋本、森口、田崎、柳下(2006)

循環型社会像の比較分析、廃棄物
学会論文誌、 17 (3): 204-218
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 Kirchherr et al. (2017) 
Conceptualizing the circular economy: 
An analysis of 114 definitions. 
Resources, Conservation & Recycling, 
127: 221–232.

異なるセクターや主張者などで、捉え方・射程が違う

⇒2023年には221の定義を分析



Source: 

異なる循環型社会像

17橋本、森口、田崎、柳下(2006)循環型社会像の比較分析、廃棄物学会論文誌、 17 (3): 204-218.

CE & NP

つながり・絆

グリーン経済
ＧＣＰ
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違い その１

チャンスをつくるもの

がんばるもの

産業振興政策が基軸

環境規制が基軸

「循環社会」の多義性



2005年12月 テーマ別戦略 廃棄物の発生抑制とリサイクルに係る戦略が公表

2008年11月 廃棄物枠組指令の改正 発生抑制、3R優先順位、EPRなど

2010年3月 EUROPE 2020 新経済成長戦略のフラッグシップイニシアチブの一つに資源効率性（RE）が位置づけられる

2011年9月 Roadmap to RE Europe 資源効率な経済に転換することを目指す。廃棄物を資源に転換することが言及される

2013年12月 EU第7次環境行動計画 循環経済(CE)が2050年ビジョンで言及。優先課題のなかでREとCEの枠組みが必要とされる

2014年7月 CE政策パッケージ（廃案） ECによるCEへの方向性を示した政策パッケージ案が各国等の反対により12月に撤回

2015年12月 CE政策パッケージと行動
計画

再検討され、行動計画”Closing the loop”が発表。同時に目標等が見直された廃棄物指令等
改正の方向性が提示

2017～18年 CE指標 政策モニタリングのための枠組み（指標群）が検討され公表。10項目

2018年1月 プラスチック戦略 CEパッケージを受けて策定。G7やINCの議論につながっていく

2018年6月 各指令の改正 4つの指令が改正（廃棄物枠組、埋立、廃電気製品、包装）

2020年3月 改正CE行動計画 脱炭素政策と整合的・一体的に取り組むことが明言

2023年7月 電池規則 指令から規則に。表示や耐久性、カーボンフットプリント、デジタル製品パスポート（DPP）など
幅広く規定

2024年6月 エコデザイン規則 デザイン要件やDPPなどを規定。エネルギー中心であった指令がCEを含む内容に拡張

2024年12月 包装規則 指令から規則に。過剰包装の禁止、再生材の利用、設計の義務化など

2025年12月 廃車規則案暫定合意 プラ再生材の利用義務（10年後は25%）や設計指針、拡大生産者責任、DPPなどを規定

2026年 CE法制定（予定）

サーキュラー・エコノミー（CE）に関するEU政策の経緯と展開

19
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違い その２

モノをつくる段階を含めて
全ライフサイクルに着目

モノの廃棄段階に傾倒
（リデュースなど上流側も考えていたが・・・）

廃棄してからの３Ｒ

「循環社会」の多義性



廃棄物対策の優先順位(Waste Management Hierarchy)

21

リサイクル（再生利用）

リユース（再使用）

エネルギー回収（熱利用）

適正処理（単純焼却を含む）

最終処分

リデュース（発生抑制・排出抑制）

循環的な利用

優先度が高い
（よりサーキュラー）

優先度が低い
（よりリニア）

※ただし、例外はあるので、
科学的に明らかにされれば
必ずしもこの順にしなくてよい

※2000年に制定された循環基本法第7条と第2条を参照のこと

３Ｒ



サーキュラーエコノミーを実現する戦略：「３つのLoop」＋α

「３Ｒ+」：３Rに、Renewable （再生可能資源の利用）を加える 22

（定着した略称はないが「circular strategies」などと呼ばれる）

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
（田崎がインタビューされた記事）の図に加筆

※資源効率性の向上を含む
※リサイクル材などを使う

⇒最低利用量（含有率）の
ルールができつつある

Cleaning

－環境流出を減らし、再生材
への忌避物質の混入を回避

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/topics/feature-05.html
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EUのCEモニタリング指標（2018, 2023）

サーキュラーエコノミーに関する国際的な指標開発の動向

エレンマッカーサー財団の
Circulytics指標（2020）, MCI (2015)

WBCSDのCircular Transition Indicators （現在はver4; 2023）UNECE & OECD (2023) Guidelines for Measuring Circular Economy

GCP（グローバル
循環プロトコル）

(2025.11)
※GHGプロトコル

 資源循環版

ISO規格
59000シリーズ
（2024.5）

Systems Change Lab
（WRI, BEFを中心）のCE指標（
2024）※グローバル・データ

日本第5次循環基本
計画の指標（2024.8）

研究者が提
案する指標

サーキュラーシティ
移行指標（2025.12）

Circle economyのCircularity 

Gap Report（2020～）
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ISO 59020によるサーキュラー・エコノミーのコア指標（2024）

大分類 指標 必須*

資源インフロー インフローにおけるリユース材の割合 〇

インフローにおけるリサイクル材の割合 〇

インフローにおける再生可能資源の割合 〇

資源アウトフロー 平均使用年数

アウトフローにおけるリユースの割合 〇

アウトフローにおけるリサイクルの割合 〇

アウトフローにおける自然還元の割合 〇

エネルギー 再生可能エネルギーの割合

水 循環水の割合

排水基準に適合した排水の割合

オンサイトでの水循環率

経済 資源生産性（＝歳入／総資源投入量）

資源利用強度指標

田崎訳（2024） *必須の〇はmandatory、それ以外はoptionalを意味する。



GCP ver.1で採用された指標
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(1) Close the 
loop

• 循環アウトフロー割合（ポテンシャルの指標を含む：例、リサイクル可能率）
• アウトフローにおける各循環方法の割合
• 循環インフロー割合
• クリティカル物質のインフロー割合
• 物質循環％（循環インフロー割合と循環アウトフロー割合の集約指標）

(2) Narrow 
and slow 
the loop

• 資源削減指標
• 相対的な資源削減指標 （年数、機能、またはユーザー数で調整）
• 実使用年数指標

(3) Value the 
loop

• 循環素材生産性
• 資源循環歳入

(4) Impact 
the loop

• GHG排出量の削減 （CE対策によるもの）
• 土地利用変化の影響
• 社会的な影響



サーキュラーエコノミー指標の動向からみた展開

 Close:
出口側（アウトフロー）のリサイクル率だけでなく、
入口側（インフロー）のリサイクル材の利用割合にも着目（日本、EU）。

 Value:
価値や削減貢献の計測が注目されている

 Impact:
環境影響に着目（現在はフットプリント系に着目）。社会影響も

 Narrow:
次スライド

26

多義的なCEでは、大分類として、Close, narrow, slow, value, impact, cleanの６つを
意識するとよい
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違い その３

モノの需要の
絶対量の削減に注目

相対的需要の削減に注目
（資源効率性RE）

「循環社会」の多義性



資源利用はどれくらい減らしたら
よいのか？

28

理想的には、少なくとも６割削減。
現実的・政治的には、３～４割削減か？



図は、Schandl, H.(2025)Presentation on Material Use Targets and Pathways, at UNEA7

直近の国際機関が発表した
資源利用対策に熱心に*取り
組むシナリオだと、2050年頃
のマテリアルフットプリントは
現状維持の12.5トン/人前後
から約8～9トン/人
（3～4割減）

* 天然資源税、炭素税、自然再興課金、
資源効率の向上と移転、住・食・移動・
エネルギーで物質利用削減

GRO24：国際資源パネルの
Global Resource Outlook 2024

GEO7: 国連環境計画の
Global Environmental Outlook第7版 
(2025)

※文献名-シナリオ名
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違い その４

社会転換（トランジション）を
想定するか否か

トランジションとは 「世の中の仕組みが変わる、仕組みを変える」 ということ（松浦2023）

「循環社会」の多義性



Source: 

４つの資源種のビジョンから見えてくる２つの重点政策
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自然
還元

販売
使用
済み

埋立資源
採取

バイオマス系資源
埋立削減＋

再生速度内利用

販売
使用
済み（放出）

資源
採取

化石系資源
天然資源代替再生可

能資源
循環
資源

ストック

販売
使用
済み

土石系資源
タイム
ラグ

散逸

埋立資源
採取

リサイクル

ストック

販売 使用
済み

今のうちに
買い込み

散逸

埋立資源
採取

輸出

金属系資源
ストック

リサイクル

リサイクル

田崎智宏、村上理映、萩原一仁、森部昌一、新井理恵 (2012) 第23回廃棄物資源循環学会研究討論会講演集, 69-70に加筆

トランジション型
の政策

国内資源
活用型の政策
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サーキュラー
エコノミー
v2

サーキュラー
エコノミーと
気候変動対策・
生物多様性確保の
同時実現に向けて

図は、https://note.com/tasaki_tomohiro/n/nefeb15b9cfd8より

https://note.com/tasaki_tomohiro/n/nefeb15b9cfd8
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消費

循環
資源

供給循環

製造

地域内・
国内

地域外・
国外

製造

天然
資源

・サービサイジング
・シェアリング
による脱物質ライフスタイル

・バイオ起源プラスチック
・紙素材
・地域資源 など
による持続的資源利用と脱炭素化

天然
資源

デジタル技術

バイオ・ベースド技術

循環

地域外・
国外

高品質循環技術
・リユース・修繕
・リビルド
・リマニファクチャリング
・アップサイクル など
による素材価値の
維持・向上

協働実施

制度・体制構築

DX (DigitalX)

BX (Bio-basedX)

CX (CircularX)

AX (ActionX)

サーキュラーエコノミー時代の

４つのX (トランスフォーメーション)

田崎（2021.2）日刊工業新聞特集



目次

1. なぜ資源循環を行うか？

1. リニア・エコノミーが引き起こしてきた地球環境レベルの問題

2. 資源確保という観点の追加

2. 循環社会の多義性・フレーミングと現在の展開
～何に着目して取り組むべきか？～

3. 循環社会のさらなる展開

34



Source: 

サーキュラーエコノミーに関する学術課題
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 法整備の課題

◼ 第一に、環境政策と経済安全保障政策等との統合が必要

◼ 第二に、自主的取組の基盤は失われつつある（国内販売品
の海外製品シェアが増大）ため、経済的手法ないし規制的
手法（認証、規格を含む）が必要（※GX補助金では非持続的）

◼ また、リサイクルにコストがかかることや企業間の
公正な競争への関心が乏しい

◼ 第三に、消費者の修理する権利を認め、発生抑制につながる制度設計が必要

◼ 第四に、再生資源となる製品に含まれている成分等の情報を共有できるように
する法整備が必要

◼ 第五に、ネット販売の増加に対する対応が十分になされていない

日本学術会議(2026.6.19)サーキュラーエコノミーにおける資源循環を機能させるための学術課題



Source: 

学問としての物質循環論の今後（田崎2021）

36

 物質の利用等と人間活動とを一体的にとらえ，地球の環境容量制約下での人間活動に対する
指針を与えること

 デイリーの三原則を現在の時流に適合させ，オペレーショナルな指針として進化させること
 物質を介した問題間のネクサスを把握し，問題のシフトを未然に回避すること
 フローの物量だけでなく，価値を捉えた物質循環論に展開し，環境・経済・社会の統合的発展

に資すること
 エンドオブパイプ的な物質管理から，物質のライフサイクル全体を射程にいれた物質管理へと

展開し，物質形態の階層性を考慮しつつ，資源性や有害性を有効にコントロールする方策を示
すこと

 脱物質や脱所有というポスト物質主義の社会システムへの転換に資する情報を提示すること
 物質利用の過剰性に対応して持続可能性を担保する方向性や具体的方策を提示すること．そ

のとき，経済システムの構造的な問題に的確に向き合うこと
 分配と分断の問題を通じて，社会問題やシステムのレジリエンスを捉えた物質循環論を展開す

ること
 物質の代替性を安易に想定せずに，持続可能性の物理的制約となる真の条件を探求すること
 物質の所有形態について改めて持続可能性の観点から再検討し，有効な管理方策につなげて

いくこと 

田崎智宏 (2021)持続可能性概念と物質循環論のアップデート, 環境情報科学，49 (4) 、pp. 30-35.



拡大生産者責任（EPR）の定義と位置づけ

37

 Extended Producer Responsibility (EPR)は、1990年代から2000年代初頭に認識・確
立されていった考え。 多くの国に導入されてきており、海外では現在も進化が続く

 定義

◼ 製品に対する物理的および、または財務的な生産者の責任を、製品のライフサイ
クルの使用済み段階まで拡大する環境政策のアプローチ（OECD 2001）

 EUではリサイクル制度の基本項目

◼ EU廃棄物指令（2008）第2章「一般要件（General Requirements）」の最初の
条文（第8条）がEPRを規定。その後、最低要件を加盟国に求めた。

◼ EUでは、2018年に財務的な責任が必須なものとしてEPR制度を位置付けた。



SDGs
「やる」
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EPR
「やらない」



日本語の「責任」という言葉

責任≒義務や賠償責任

  レスポンシビリティ

39

（※CSRの「レスポンシビリティ」と同じ言葉）

≠

応答可能性に基づくレスポンシビリティ論
（ハンス・ヨナス1979=2000）



Aさんに責任があるなら、

Bさん、Cさんは
何もしなくてよい？

40

問題



効果的なEPRの導入に
あたっては、関係者全員
が問題に関わり、
協力しあうことが必要

41

OECDのEPRガイダンスマニュアル（2001）の第1.7.1節
“Regardless of the EPR mechanism selected, effective EPR 

implementation depends on the participation of all the actors in the 

product chain; they are all responsible in some way or other for the 

environmental externalities.”



サーキュラーエコノミーの潮流への「応答」の４象限

42

シャロー

ディープ

能動的
proactive

受動的
reactive

政府資金や投資を
期待して

ビジネス参入/

漸進的政策展開

何かをやらな
ければ・・・？

資源利用の
限界への対応として

ビジネス参入/

トランジション政策展開

理念は分かるが
どうしようもない

として傍観

補助がなくな
れば止める

本質的環境
配慮とビジ
ネス持続性

の確保



Source: 

田崎・松本（2022）が示したEPRの方向性

43田崎智宏, 松本津奈子 (2022) 日本における拡大生産者責任 (EPR) に対する認識の多様性と政策対話および政策展開への示唆. 
廃棄物学会論文誌, 33, 178-192.

創意工夫・変革性 公平な市場競争（ただ乗り事業者排除）

有効性・効率性を重視
インセンティブをしっかり設ける



まとめ：循環社会の展望

1. 資源循環を行う目的が変遷してきている。認識のアップデートが必要
（処分場問題⇒世界の資源・環境負荷⇒資源安全保養）

2. 環境政策と産業政策の融合により、事業の予見性を高め、変革性を
確保した取組が創発されるルールづくりや「場」づくりが大切に

1. リサイクル材が用いられやすいルール （インフローの取り組み）

2. リサイクルチェーンをまたがる構造的問題を議論・解消していく「場」

3. 「廃棄物」「循環資源」の定義的境界で生じる障壁の各論での解消 など

3. 政策アプローチの再考ならびに有効性を重視する取り組みの確保

1. インセンティブ、公正な市場競争という観点

2. 実施コスト・規制コストを勘案した合理的アプローチ

3. レスポンシビリティという観点での責任論のアップデート

4. 安易な代替品利用（環境負荷の増大）をやめ、両者の比較優劣を判断
44
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